
移譲 １．０兆円

スリム化 ０．６兆円
約７．８兆円 道路特会以外 ６．３兆円

交付金化 ０．７兆円

未実施 ４．０兆円

○ 地方交付税の改革

地方交付税は地方固有の財源 通常収支の不足

大都市特有の財政需要

○大都市の事務配分の特例に基づく財政需要

（＝道府県に代わって行う事務）

○大都市への人口、産業経済の集中による財政需要

（＝日本の中枢機能としての役割）
人口・面積のみで
捕捉できない！

「地方交付税は、地方の固有財源である。」

平成17年2月15日衆議院本会議 小泉内閣総理大臣発言

地方交付税等

約19兆円

法定5税分等

約15兆円

引
上
げ
！

18年度地方財政計画

○ 国庫補助負担金の改革と税源移譲

平成16年7月
指定都市提言の
「廃止すべき国庫補助負担金」

4.7兆円を廃止し、
所要額の税源移譲の
早期実現が必要

道路特会 １．５兆円

真 の 地 方 分 権 改 革 の 実 現

一体的に実施

資料１


